
令和８年度第１回静岡県周産期・小児医療協議会

次 第

日 時：令和８年７月２日（木）午後６時 00 分～

場 所：静岡県庁西館４階第１会議室Ｃ（Web 会議併用）

１ 開 会

２ 協議事項

第９次静岡県保健医療計画の中間見直しについて(資料１)

３ 報告事項

（１） 小児医療の在り方に関する専門委員会について(資料２)

（２） 厚生労働省 小児医療及び周産期医療の提供体制等に関するワーキンググ

ループのとりまとめ(要旨)(資料３)

（３） 無痛分娩連携モデル事業について(資料４)

（４） 小児・周産期医師確保対策事業について(資料５)

（５） 御殿場市内の分娩取扱施設の運営について(資料６)

４ 閉 会

。



静岡県周産期・小児医療協議会委員 一覧

(敬称略)

◎：協議会会長

（任期 令和 10 年３月 31 日まで）

団体名 役職名 氏 名 出欠

1

一般社団法人 静岡県医師会

副会長 齋藤 昌一
さいとう しょういち

○

2 理 事 深澤 洋幸
ふかさわ ひろゆき

×

3 静岡県産婦人科医会 理 事 木村 聡
き む ら さとし

WEB

4 静岡県小児科医会 理 事 中澤 祐介
なかざわ ゆうすけ

WEB

5 公益社団法人 静岡県病院協会 理 事 坂本 喜三郎
さかもと きさぶろう

WEB

6 一般社団法人 静岡県助産師会 会 長 稲葉 由子
い な ば よ し こ

○

7 公益社団法人 静岡県看護協会 助産師職能理事 北堀 昌代
きたほり ま さ よ

WEB

8

国立大学法人浜松医科大学

産婦人科学講座教授 小谷 友美
こ た に と も み

○

9 小児科学講座教授 宮入 烈
みやいり いさお

WEB

10
地域周産期医療学講座

特任教授 飯嶋 重雄
いいじま し げ お

WEB

11

順天堂大学医学部附属静岡病院

総合周産期母子医療センター長 田中 利隆
た な か としたか

WEB

12 新生児科科長 佐藤 洋明
さ と う ひろあき

○

13

静岡県立こども病院

産科科長 河村 隆一
かわむら たかかず

WEB

14 周産期母子医療センター長 中野 玲二
な か の れ い じ

WEB

15

総合病院聖隷浜松病院

総合周産期母子医療センター長 村越 毅
むらこし たけし

WEB

16 新生児科部長 杉浦 弘
すぎうら ひろし

WEB

17 静岡県保健所長会 会 長 永井 しづか
な が い

○

◎

(新任)

(新任)

(新任)



静岡県周産期・小児医療協議会設置要綱

第１ 目的

妊娠、出産から新生児にいたる総合的な周産期医療体制及び小児医療体制の整備を図り、安

心してこどもを生み育てることができる環境づくりを推進するため、静岡県周産期・小児医療

協議会（以下「協議会」という。）を設置する。

第２ 協議事項

協議会は、次の事項について検討及び協議する。

（１）周産期医療体制及び小児医療体制の整備に関する事項

（２）静岡県保健医療計画における周産期医療分野及び小児医療分野の策定及び進捗管理に関

する事項

（３）周産期及び小児医療関係者の研修に関する事項

（４）災害時における周産期医療体制及び小児医療体制に関する事項

（５）その他周産期医療体制及び小児医療体制の整備に関し必要な事項

第３ 協議会の構成等

（１）協議会は、会長及び委員をもって構成する。

（２）会長は、静岡県医師会会長または副会長の職にある者の中から静岡県健康福祉部長が委嘱

した者をもって充てる。

（３）委員は、学識経験者、周産期医療及び小児医療の関係団体、行政の代表等の中から静岡県

健康福祉部長が委嘱した者をもって充てる。

（４） 会長及び委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の会長及び委員の任期は、前任者の

残任期間とする。

第４ 専門委員

（１）専門の事項を調査審議する必要があるときは、協議会に専門委員会を置くことができる。

（２）専門委員会は、専門委員長及び専門委員をもって構成する。

（３）専門委員長は、会長が指名する。

（４）専門委員は、関係機関のうちから必要と認めるものを静岡県健康福祉部長が委嘱する。

（５）専門委員は、当該専門事項の調査審議が終了したときは、退任するものとする。

第５ 会議の運営

（１）協議会及び専門委員会は、必要に応じ会長が招集する。

（２）会長及び専門委員長は、各会議の議長となり議事を総括する。

（３）各会長に事故あるときは、あらかじめ会長の指名する委員がその職務を代理する。

（４）会長が必要と認めるときは、委員以外の者を協議会及び専門委員会に出席させ、意見を求

めることができる。

（５）協議会及び専門委員会は原則として公開とする。ただし、会議を公開することにより、公

正かつ円滑な議事運営に著しい支障が生ずることが明らかに予想されると会長が判断した

場合には、非公開とすることができる。

第６ 事務

協議会の事務は、静岡県健康福祉部医療局地域医療課において処理する。

附 則

この要綱は、平成 9年 10 月 1 日から施行する。



附 則

この改正は、平成 11 年 4 月 1 日から適用する。

附 則

この改正は、平成 14 年 2 月 1 日から適用する。

附 則

この改正は、平成 14 年 4 月 1 日から適用する。

附 則

この改正は、平成 20 年 4 月 1 日から適用する。

附 則

この改正は、平成 22 年 4 月 1 日から適用する。

附 則

この改正は、平成 28 年 7 月 1 日から適用する。

附 則

この改正は、平成 30 年６月６日から適用する。



第９次静岡県保健医療計画の中間見直し方針

１ 概要

○中間見直しに係る国通知が６月 10 日に発出され、対象として精神病床の基準病床数、

精神疾患(認知症対策を含む)、在宅医療が示された

○対象が限定的に示された趣旨（新たな地域医療構想の協議を重視）も踏まえ、医療法、

国通知等で示された範囲及び本県の実態を踏まえて真に必要な事項を改訂

○圏域版で記載の変更が必要な場合は全県版に記載するほか、同じ目次区分内で施設名

称、各種疾病・事業を担う医療機関数などの変更のみの場合、当該区分は改訂しない

２ 現時点で想定される改訂部分（案）

※在宅・医師確保・外来医療・かかりつけ医機能

区 分 主な内容 見直し根拠

基準病床数

(３章３節)

一般

療養

・病床数適正化緊急支援事業による

削減病床数に応じた削減の旨を追記

・医療介護確保法第７条の２

(詳細は国に確認中)

精神
・基準時点変更（R8→R11）

・算定式への施策効果反映を強化

・R8.6 改正医療法施行規則

・国局長通知(策定指針)

外来医療

(５章３節)

・外来医師過多区域の記載追加

・かかりつけ医機能報告制度の開始を追記

・医療法第 30 条の６第１項

・国課長通知(後期計画ＧＬ)

精神疾患

(６章２節６)

・地域移行のさらなる促進

・精神科以外の医療機関との連携

体制構築(身体合併症患者増対応)

・厚労省医政局長通知

・国課長通知(疾病・事業の医療体制)

在宅医療

(６章４節)

・災害時の体制整備に関する記載追加

・積極的役割を担う医療機関と連携拠点が

各圏域で担う役割の定期的な把握

・医療法第 30 条の６第１項

・国課長通知(疾病・事業の医療体制)

・長寿社会保健福祉計画との整合

認知症対策

(７章５節)

・認知症基本法及び認知症施策推

進基本計画を踏まえた施策推進

・身体合併症等に対応した多職種連携体制

・厚労省医政局長通知

・国課長通知(疾病・事業の医療体制)

・長寿社会保健福祉計画との整合

地域リハビリテーション

(７章６節)

・地域における介護予防の効果的、

効率的な実施体制
・長寿社会保健福祉計画との整合

医師確保

(８章１節)

・地理的要素を加味した医師少数区域設定

・診療科偏在への配慮 ほか

・医療法第 30 条の６第１項

・国課長通知

数 値

目 標

(12 章)

特定事項(※) ・訪問診療実施医療機関数 ほか ・医療法第 30 条の６第１項

精 神 疾 患
・入院後一定期間時点退院率

・行動制限指示割合 ほか

・国課長通知（指標例）

・現行が３年ごと目標設定

そ の 他 目標年、数値の再設定が必要なもの （主に他計画との整合）

○特 ：特定事項（医療法第 30 条の６第１項により３年ごと変更）

○特

○特

○特

○特

令和８年度第１回
周産期・⼩児医療協議会

資料
１

協議
１
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第９次静岡県保健医療計画目次 第９次静岡県保健医療計画（中間見直し）目次　（案）

＜全県版＞
第１章　基本的事項 第１章　基本的事項

第１節　計画策定の趣旨 第１節　計画見直しの趣旨
第２節　基本理念
第３節　計画の位置付け
第４節　計画の期間
第５節　将来に向けた取組
第６節　地域包括ケアシステムの深化・充実と目指す施策の方向

第２章　保健医療の現況
第１節　人口
第２節　受療動向
第３節　医療資源

第３章　保健医療圏 第３章　保健医療圏
第１節　保健医療圏の設定の基本的考え方
第２節　保健医療圏の設定
　１　２次保健医療圏
　２　３次保健医療圏
第３節　基準病床数 第３節　基準病床数（一般・療養病床、精神科病床に限る。）

第４章　地域医療構想
第１節　構想区域
第２節　2025年の必要病床数、在宅医療等の必要量
第３節　実現に向けた方向性
第４節　地域医療構想の推進体制

第５章　医療機関の機能分担と相互連携 第５章　医療機関の機能分担と相互連携
第１節　医療機関の機能分化と連携
第２節　プライマリーケア
第３節　外来医療 第３節　外来医療
第４節　地域医療支援病院の整備
第５節　公的病院等の役割

１　公的病院等の役割
２　公的病院改革等への対応
３　県立病院
（１）県立静岡がんセンター
（２）地方独立行政法人静岡県立病院機構

第６節　医療機能に関する情報提供の推進
第７節　病床機能報告制度
第８節　医療ＤＸ

第６章 　疾病又は事業及び在宅医療ごとの医療連携体制の構築 第６章 　疾病又は事業及び在宅医療ごとの医療連携体制の構築
第１節　疾病又は事業及び在宅医療ごとの医療連携体制
第２節　疾病 第２節　疾病

１　がん
２　脳卒中
３　心筋梗塞等の心血管疾患
４　糖尿病
５　肝疾患
６　精神疾患 ６　精神疾患

第３節　事業
１　救急医療
２　災害時における医療
３　新興感染症の発生・まん延時医療（再興感染症を含む。）
４　へき地の医療
５　周産期医療
６　小児医療（小児救急医療を含む。）

第４節　在宅医療 第４節　在宅医療
１　在宅医療の充実 １　在宅医療の充実
２　在宅医療を支える基盤整備 ２　在宅医療を支える基盤整備
（１）訪問診療の促進 （１）訪問診療の促進
（２）訪問看護の充実 （２）訪問看護の充実
（３）歯科訪問診療の促進 （３）歯科訪問診療の促進
（４）かかりつけ薬局の促進 （４）かかりつけ薬局の促進
（５）介護サービスの充実 （５）介護サービスの充実

第７章 　各種疾病対策等 第７章 　各種疾病対策等
第１節　結核対策
第２節　エイズ対策
第３節　その他の感染症対策
第４節　難病対策
第５節　認知症対策 第５節　認知症対策
第６節　地域リハビリテーション 第６節　地域リハビリテーション
第７節　アレルギー疾患対策
第８節　移植医療対策（旧：臓器移植対策）
第９節　慢性閉塞性肺疾患（ＣＯＰＤ）対策
第10節　慢性腎臓病（ＣＫＤ）対策
第11節　血液確保対策
第12節　治験の推進
第13節　歯科保健医療対策

対　　照　　表

○外来医療、精神疾患、在宅医療、医師確保等は、現行計画の記載をベースに、必要な修正を加える形とする
○章や節の番号は現行計画と一致させる
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第９次静岡県保健医療計画目次 第９次静岡県保健医療計画（中間見直し）目次　（案）

第８章 　医療従事者の確保 第８章 　医療従事者の確保
第１節　医師 第１節　医師
第２節　歯科医師
第３節　薬剤師
第４節　看護職員（保健師・助産師・看護師・准看護師）
第５節　その他の保健医療従事者
第６節　ふじのくに医療勤務環境改善支援センター
第７節　介護サービス従事者

第９章 　医療安全対策の推進

第１０章 　健康危機管理対策の推進
第１節　健康危機管理体制の整備
第２節　医薬品等安全対策の推進
　　１　医薬品等の品質確保と適正使用の推進
　　２　麻薬・覚醒剤・大麻等に対する薬物乱用防止対策
第３節　食品の安全衛生の推進
第４節　生活衛生対策の推進

第１１章 　保健・医療・福祉の総合的な取組の推進
第１節　健康づくりの推進
第２節　高齢者保健福祉対策
第３節　母子保健福祉対策
第４節　障害者保健福祉対策
第５節　保健施設等の機能充実
　　１　保健所（健康福祉センター）
　　２　発達障害者支援センター
　　３　精神保健福祉センター
　　４　静岡県健康福祉交流プラザ（旧：静岡県総合健康センター）
　　５　ふじのくに感染症管理センター
　　６　静岡社会健康医学大学院大学
　　７　環境衛生科学研究所
　　８　市町保健センター
第６節　地域医療に対する住民の理解促進

第１２章 　計画の推進方策と進行管理 第１２章 　計画の推進方策と進行管理
第１節　計画の推進方策
第２節　数値目標等の進行管理
第３節　主な数値目標等 第３節　主な数値目標等

＜２次保健医療圏版＞
第１章 　第９次静岡県保健医療計画「２次保健医療圏版」について

　　１　「２次保健医療圏版」作成の趣旨
　　２　「２次保健医療圏版」を作成する単位
　　３　「２次保健医療圏版」の記載内容
　　４　指標から見る各医療圏の状況

第２章　２次保健医療圏における計画の推進
　　１　賀茂保健医療圏
　　２　熱海伊東保健医療圏
　　３　駿東田方保健医療圏
　　４　富士保健医療圏
　　５　静岡保健医療圏
　　６　志太榛原保健医療圏
　　７　中東遠保健医療圏
　　８　西部保健医療圏

修正が必要な場合は全県版で言及
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精神疾患は中間
見直し（国通知）

本県では第10次
県保健医療計画

本県では第９次
県保健医療計画
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　数値目標の進捗状況
項目 策定時 進捗状況 目標値 目標値の考え⽅ 数値目標の⾒直し

周産期死亡率 
（出産千人当たり） 

3.2
(2022年)

 

4.2
(2023年)

×

3.1
(2024年)

○

３未満 
（2029年）

 
過去最高の水準 
（2018年） 現⾏の目標値を維持する

妊産婦死亡数 
0.7人 

(2020〜
2022年平均)

 

0.7人 
(2021〜2023

年平均)
△

1.0人 
(2022〜2024

年平均)
×

０人 
（毎年）

 

過去最高の水準 
（2021年） 現⾏の目標値を維持する

乳児死亡率 
（出生千人当たり）  

2.1
（2022年）

1.6
（2023年）

◎

1.0 
（2024年）

◎

1.8以下 
（2029年）

 
全国平均と同水準 現⾏の目標値を維持する

乳幼児死亡率 
（5歳未満人口千人

当たり） 

0.50
（2022年）

0.39
（2023年）

◎

0.27 
（2024年）

◎

0.44以下 
（2029年）

 
全国平均と同水準 現⾏の目標値を維持する

⼩児の死亡率 
（15歳未満人口千人

当たり） 

0.19
（2022年）

0.16
（2023年）

◎

0.12 
（2024年）

◎

0.18以下 
（2029年）

 
全国平均と同水準 現⾏の目標値を維持する

【進捗状況】 【◎】目標達成、 【○】策定時より改善、 【△】現状維持、 【×】悪化
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第３回　⼩児医療の在り⽅に関する専⾨委員会について

　　【協議内容】 
　　　 第２回専⾨委員会で実施することとした⼩児医療機関現況調査の追加調査（⼩児科を
　　標榜する52病院中43病院が回答）の結果に基づき、論点ごとの課題と対応について協議した。

　　【概要】
　　　⽇　時︓令和８年６⽉９⽇(⽕)　18︓00〜19︓15
　　　場　所︓県庁別館２階第１会議室Ａ（Ｗｅｂ併⽤）

令和８年度第１回
静岡県周産期・⼩児医療協議会

資料
２

報告
１
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⼩児医療の在り⽅に関する専⾨委員会　構成委員  
No. 団体名等 役　職 委　員 備　考 

1 浜松医科⼤学  ⼩児科学講座教授 宮⼊ 烈 委員⻑ 

2 静岡県医師会 理事 丸⼭ 和男 まるやま⼩児科 （清水町） 

3 静岡県⼩児科医会 会⻑ ⼩林 正人  ※診療により⽋席

4 静岡県病院協会 理事 坂本 喜三郎  

5  順天堂⼤学医学部附属 
 静岡病院  ⼩児科科⻑　教授 鈴⽊ 光幸  

6 静岡県⽴こども病院 副院⻑ 渡邉 健⼀郎  

7 聖隷浜松病院 ⼩児科部⻑ ⼤呂 陽⼀郎  

- 静岡県⽴こども病院 名誉院⻑ 瀨⼾ 嗣郎 周産期・⼩児医療協議会設置
要綱第５（４）に基づく出席者 

- 静岡市⽴清水病院 病院⻑ 上牧 務 〃

※敬称略

※下線は委員の交代により今回から参加される⽅
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⼩児医療機関現況追加調査

３　前回の委員会に基づく調査項目

　　①⼩児科における15歳以上の患者数
　　　「⼩児で発症した患者は成人になっても⼩児科で診ていることがある」という御意⾒のもと、
　　　⼩児科で診療している15歳以上の患者数を調査

　　②⼩児⼊院患者の予定⼊院数(率)
　　　「急性疾患と慢性疾患の患者数が区別できると、その後の対応の負担も想定できる」
　　　という御意⾒のもと、急性・慢性を把握する⽅法として予定⼊院数を調査

　　③常勤医師、非常勤医師の当直対応可能人数
　　　「常勤医師数の回答でも当直が不可が多数いる病院もある。実態を細かく⾒た⽅が良い」
　　　という御意⾒のもと、当直可能医師数や、非常勤医師の常勤換算数を調査
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《今後の⼩児患者(⼊院患者)の推計》

人口推計から今後の⼩児患者(⼊院患者)の推計を算出し、⼩児患者の減少に伴う
⼩児医療機関の変化を推察するとともに、対応⽅針を検討。 

静岡県の将来の男⼥5歳階級別推計人口（2020年は国勢調査による実績値）
男⼥計 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2040-2025 増減率

総数 3,633,202 3,510,509 3,385,506 3,253,591 3,115,777 △394,732 88.8％
0〜4歳 127,062 108,353 105,052 103,233 98,594 △9,759 91.0％
5〜9歳 150,098 126,292 108,755 105,595 103,919 △22,373 82.3％
10〜14歳 162,330 149,563 126,288 108,856 105,746 △43,817 70.7％
15〜19歳（参考） 164,209 152,329 140,434 118,737 102,508 △49,821 67.3％

総数 0〜4歳 5〜14歳 15〜24歳（参考）
2023年 787 286 105 127

【参考】静岡県の病院⼊院受療率(人口１０万対)　※厚生労働省患者調査より

【単位︓人】

出典︓⽇本の地域別将来推計人口（国⽴社会保障・人口問題研究所）
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静岡県の東部、中部、⻄部別将来の男⼥5歳階級別推計人口（2020年は国勢調査による実績値）

東部 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2040-2025 増減率
0〜4歳 37,772 30,871 30,085 29,430 27,692 △3,179 89.7％
5〜9歳 45,353 37,051 30,809 30,080 29,470 △7,581 79.5％
10〜14歳 50,783 44,758 36,759 30,599 29,904 △14,854 66.8％

⼩児計 133,908 112,680 97,653 90,109 87,066 △25,614 77.3％

中部 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2040-2025 増減率
0〜4歳 38,660 33,641 32,475 31,792 30,164 △3,477 89.7％
5〜9歳 46,080 38,919 34,093 32,948 32,306 △6,613 83.0％
10〜14歳 49,622 46,143 39,113 34,291 33,152 △12,991 71.8％

⼩児計 134,362 118,703 105,681 99,031 95,622 △23,081 80.6％

⻄部 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2040-2025 増減率
0〜4歳 50,630 43,841 42,492 42,011 40,738 △3,103 92.9％
5〜9歳 58,665 50,322 43,853 42,567 42,143 △8,179 83.7％
10〜14歳 61,925 58,662 50,416 43,966 42,690 △15,972 72.7％

⼩児計 126,220 152,825 136,761 128,544 125,571 △27,254 82.2％

【単位︓人】

全県 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2040-2025 増減率
0〜4歳 127,062 108,353 105,052 103,233 98,594 △9,759 91.0％
5〜9歳 150,098 126,292 108,755 105,595 103,919 △22,373 82.3％
10〜14歳 162,330 149,563 126,288 108,856 105,746 △43,817 70.7％

⼩児計 439,490 384,208 340,095 317,684 308,259 △75,949 80.2％

2-5



静岡県の東部、中部、⻄部別将来の男⼥5歳階級別推計人口における病院⼊院受療数
東部 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2040-2025 増減率

0〜4歳 108 88 86 84 79 △9 89.8％
5〜9歳 48 39 32 32 31 △8 79.5％
10〜14歳 53 47 39 32 31 △16 66.0％

⼩児計 209 174 157 148 141 △33 81.0％

中部 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2040-2025 増減率
0〜4歳 111 96 93 91 86 △10 89.6％
5〜9歳 48 41 36 35 34 △7 82.9％
10〜14歳 52 48 41 36 35 △13 72.9％

⼩児計 211 185 170 162 155 △30 83.8％

⻄部 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2040-2025 増減率
0〜4歳 145 125 122 120 117 △8 93.6％
5〜9歳 62 53 46 45 44 △9 83.0％
10〜14歳 65 62 53 46 45 △17 72.6％

⼩児計 272 240 221 211 206 △34 85.8％

【単位︓人】

全県 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2040-2025 増減率
0〜4歳 364 309 301 295 282 △27 91.3％
5〜9歳 158 133 114 112 109 △24 82.0％
10〜14歳 170 157 133 114 111 △46 70.7％

⼩児計 692 599 548 521 502 △97 83.8％
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《　厚生労働省　⼩児医療及び周産期医療の提供体制等に関するWG　》

令和７年10⽉１⽇〜令和８年２⽉18⽇までに計４回開催され、令和８年３⽉
31⽇付けでとりまとめが公表された。
※そのうち⼩児医療分を抜粋 

＜現状と課題＞
　・15歳未満の人口は2040年までに更に２割減少が⾒込まれる（静岡県は19.8％）
　・全国的には⼩児科医師は増加傾向だが、⼩児科を標榜する病院は減少傾向
　・⼥性医師の割合が多く（静岡県常勤医…男3︓⼥1）、宿⽇直の回数も多い
　・休⽇夜間の初期救急を受診した⼩児のうち⼊院する割合は多くないが、⼩児の
　　疾患の特性を踏まえた体制構築が必要
　・⼩児⼊院患者数が減少する⼀⽅、医療従事者⼀人あたりの症例経験が減少する
　　ことで、専⾨資格の取得や知識・技術等の維持・向上が困難となる
　・15歳未満人口の減少にかかわらず、外来患者や救急搬送件数は横ばい
　・⼩児⼊院医療において成人との混合病棟で運⽤されるケースが増加しているため、
　　こどもの療養環境向上への取組が重要
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《　厚生労働省　⼩児医療及び周産期医療の提供体制等に関するWG　》
＜早期に取り組むべき事項＞
　・⼩児中核病院や⼩児地域医療センターを基幹とした集約化・重点化と、地域の実情
　　に応じた役割分担を推進
　・需要の⼤きい初期救急の体制確保に向けた取組を検討
　・広域搬送や、地域の医師と専⾨医とのDtoDによる遠隔相談支援など、都道府県を
　　越えた広域連携についても検討
　・都道府県の設置する⼩児医療に関する協議会においても保健・福祉との連携等
　・⼀般外来医療や軽症の⼊院医療に対応できる病院の整備を推進
　・⼩児科以外の医師との連携強化、⼩児科医師の派遣体制の構築、DtoPwithN等
　　のオンライン診療の活⽤等の推進
　・#8000等の相談支援体制の充実や、医療体制等の情報周知に向けた取組の継続

＜今後議論すべき事項＞
　・⼩児中核病院や⼩児地域医療センター等について必要な医療機能を整理・明確化
　・都道府県を越えた連携・再編・集約化についても検討
　・少⼦化が進⾏する中でも安⼼・安全な⼩児⼊院医療を提供できる体制を構築
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現況調査等を踏まえた課題と対応
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専⾨委員会における主な論点（第１回専⾨委員会）

　○⼩児の⼊院患者数が減少する中での、今後の⼊院医療施設のあり⽅

　○初期から３次までの⼩児の救急医療のあり⽅

　○今後の⼊院医療施設を支える⼩児科医師確保のあり⽅

　○⼊院医療機関の定期的な現状把握のあり⽅
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○⼩児の⼊院患者数が減少する中での、今後の⼊院医療施設のあり⽅

調査結果からの課題 対応案

東部の病院の⼊院・外来患者数が少ない
傾向にあり、中部の病院等へ流れている可
能性がある

・東部の医師確保、⼩児リモートによる遠隔
　相談支援を強化する
・オンライン診療の活⽤について検討を進める

今後10年以内に⼩児科の縮⼩・廃⽌を
検討している病院が複数あり、今後も増加
していく恐れがある
(2040年には2025年よりも⼩児患者が
15％〜20％程度減少する⾒込み)

縮⼩・廃⽌に備えた病院間の連携体制の構
築や実情に応じた役割分担を検討する
（東部、中部、⻄部の各地域で⼩児医療
機関が意⾒交換できる場の構築）

２次救急以上の機能を担っている病院に
は15歳以上であっても⼩児科に⼊院して
いる患者が⼀定数いる

地域療育支援施設運営事業や救急患者
退院コーディネーター事業を活⽤した在宅医
療による対応の推進についても検討する
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○初期から３次までの⼩児の救急医療のあり⽅

調査結果からの課題 対応案

２次、３次救急病院では下り搬送先が
決まっていない病院が多数を占めており、
上り搬送の受⼊が不可能となる恐れがあ
る

２次、３次救急病院の受⼊れ可能病床を
確保するべく病院間の患者搬送支援事業を
強化する

予定⼊院以外が⼊院全体の７割程度で
あり、急性疾患による対応に多くの労⼒が
割かれている

⼩児リモートによる遠隔相談支援を強化する
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○今後の⼊院医療施設を⽀える⼩児科医師確保のあり⽅

調査結果からの課題 対応案
10人以上の常勤⼩児科医が在席する
病院が限定的であり、今後の⼩児救急
医療体制に支障が生じる恐れがある

･地域の実情に応じた医療機関の役割分担と
　連携を推進する
・⼩児リモートによる遠隔相談支援を強化する
・オンライン診療の活⽤について検討を進める
・⼩児科勉強会や育成プログラムによる⼩児
　科医の育成を継続する

順天堂、県⽴こども、浜医から医師派遣
を受けている病院が半数を占めており、
⾃院のスタッフだけでの診療の継続は困
難な状況

非常勤医師で当直が可能なのは非常勤
実人員の20％程度
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○⼊院医療機関の定期的な現状把握のあり⽅

調査結果からの課題 対応案

継続的に⼩児医療機関の現状を把握し、
変化に迅速に対応していく必要がある

・新たな地域医療構想に関する協議に
　おける診療領域ごとの診療実態把握
　の中で検討していく

・保健医療計画の医療提供体制連携
　調査に⼩児⼊院の項目追加等を検
　討する
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《今後の展開(次回第４回委員会に向けて)》

第２回、第３回で議論を⾏った対応⽅針を基に報告書案を作成していく。 

令和８年度
4⽉ 5⽉ 6⽉ 7⽉ 8⽉ 9⽉ 10⽉ 11⽉ 12⽉ 1⽉ 2⽉ 3⽉

●第3回専⾨委員会（今回）

●第4回専⾨委員会（報告書案）
●周産期・⼩児協議会（報告）

●周産期・⼩児協議会（報告）

追加調査

第５回専⾨委員会（報告書）●
周産期・⼩児協議会（報告）●

【今後のスケジュール(案)】 
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主な意⾒等
委員名 意⾒等

丸⼭委員 今後は内科の先生に頼らなければならないことが増える中でオンライン診療やリモート指導は
役に⽴つと思う。

鈴⽊委員 伊豆地域は⼩児科医が少ないため、本当に搬送すべきかどうかを判断するためにオンライン診
療やリモート指導は非常に有効だと思う。

渡邉委員
・WEB会議も慣れるまでは時間が必要だったが、それと同じように、オンライン診療にも慣れて
　いくという時間は必要になると思う。
・こども病院は３次医療をしているが、この高度医療をどう維持していくかを考えるのも⼤事。

⼤呂委員 中学３年生の15歳の患者について、診察は内科なのか⼩児科なのかという振り分けが課題
になっている。

上牧
オブザーバー

清水地区でも廃業されていく先生が増えていく中で、今後オンライン診療がどのようになっていく
か興味深い。

瀬⼾
オブザーバー

オンライン診療はニーズがマッチするまでに数年かかると思うが、着実に充実させていってもらえ
れば地域の医療は良くなっていくと思う。

坂本委員 オンライン診療は１次救急の支援をしつつ医師間のネットワークを組むこともできるため、静岡
県全体が専⾨分野ごとに相談できる体制を作るのが将来的な目標。

※次回(第４回)に向けて報告書案を作成していくことで了解
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診療科偏在対策のための適切な遠隔医療等推進事業

臨床系学会 医寮・関連施設
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静岡型 小児・来院型オンライン診療
厚生労働省支援・小児科学会指定プロジェクト

診療科偏在対策のための適切な遠隔医療等推進事業
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小児中核病院

小児地域医療センター

一般小児医療

小児地域支援病院

患者と地域医療機関に優しい「オンライン診療＋２次病院紹介」
による地域完結型ハイブリッド小児医療体制の構築を目指して

ーーー静岡県＆静岡県立こども病院ーーー

こども病院小児科医師が、D to P with Nで１次・地域救急対応センターでオンライン診療し、
入院が必要な可能性があると判断・トリアージュした患者を富士市立中央病院に紹介する。

静岡県立こども病院

富士市立中央病院

富士市救急医療センター

R８より運用開始予定
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患者と地域医療機関に優しい「オンライン診療＋２次病院紹介」
による地域完結型ハイブリッド小児医療体制の構築を目指して

ーーー静岡県＆静岡県立こども病院ーーー

現在R8中の開始を検討中

小児地域医療センター

一般小児医療

小児地域支援病院

小児中核病院

D to D

D to P

東部地域の取り組み

背景：賀茂地域の小児地域支援病院の消滅・開業小児科
診療所における医師の高齢化・産科診療所の閉院　　→ 
伊豆半島中部の地域医療センターからの派遣医師もしく
は内科医によって小児救急医療の維持されている

１次小児救急を提供する複数施設を               　　

小児地域医療センターとこども病院が連携して　　
D to D (with P) と D to P with N を組み合わせ     
地域包括・遠隔医療支援体制の構築を目指す。

小児地域医療センターとこども病院間のシステム設置済み
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県全体の小児医療の質の均てん化と事業継続性の確保できるシステム作りの実践研究

小児一次救急等のOnline支援でF-to-F実診療が必要な患者を適切にトリアージし
地域２次医療対応病院に確実に繋げる！
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＜静岡県小児オンラインネットワーク構築の基本構想案＞

• 広域、中域オンライン支援を活用するときに不可欠な要素がトランスポーテー
ションの適正活用となるが、今回提示したオンラインネットワークを組むことが
できれば、『１次レベル医療施設でのトリアージから２次レベル医療施設への
公費負担トランスポーテーション（タクシー等）の判断を、Online担当医師が担
うことで適正性が担保できる』、さらに 『２次レベル医療施設でのトリアージか

ら３次レベル医療施設への公費負担トランスポーテーション（救急車、ヘリコ
プター等）の判断を、３次レベル医療施設のオンライン担当医師が担うことで
適正性が担保できる』と想定され、小児医療費の総費用の適正化が期待でき
ると考えている。

• 今回の2026年度については、上記の構想を進めるために必要な実績を蓄積

するべく複数地域で１次レベル、２次レベル、３次レベル医療施設を繋げて実
証実験を進めますので、国からの支援をいただければ幸いです。
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6月4日に富士市長が記者会見し、7月末から実施されます！
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令和4年

令和８年度Online支援事業の対象地域
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成人医療体制と小児医療体制の比較
＜特にこども病院の視点を中心に＞
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急性期病院→回復期・包括医療病院→慢性期病院→在宅・介護施設と施設の移動が基本

急性期拠点病院 高齢者救急対応病院
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地域総合病院
小児科

浜松医大病院

順天堂静岡病院

聖隷浜松病院

〇〇病院

急性期病院→回復期・包括医療病院→慢性期病院→在宅・介護施設と施設の移動が基本

成人は施設移動が基本
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地域総合病院
小児科

浜松医大病院

順天堂静岡病院

聖隷浜松病院

〇〇病院

急性期病院→回復期・包括医療病院→慢性期病院→在宅・介護施設と施設の移動が基本

成人は施設移動が基本

初期臨床研修対応施設として
小児医療対応が必須だが・・・
急性期拠点病院機能と齟齬？

急性期拠点病院
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地域総合病院
小児科

浜松医大病院

順天堂静岡病院

聖隷浜松病院

〇〇病院

初期臨床研修対応施設として
小児医療対応が必須だが・・・
急性期拠点病院機能と齟齬？

急性期拠点病院

小児医療の地域偏在改善に小児救急Online支援は均てん化に重要であるが、
あくまでもトリアージが基本で、診療の質の鍵は『２次医療対応小児科の適正配置』が基本。

地域ごとの小児２次医療対応方針についての話し合いが重要！
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厚生労働省　小児医療及び周産期医療の提供体制等
に関するワーキンググループのとりまとめ（要旨）

令和８年度第１回
静岡県周産期・⼩児医療協議会

資料
３

報告
２

3-1



3-2



⼩児医療及び周産期医療の提供体制等に関するワーキンググループ

回数 開催(公表)日 議題等

第１回 令和７年10⽉１⽇ ・座⻑の選出
・⼩児医療及び周産期医療の提供体制等について

第２回 令和７年10⽉23⽇
・⼩児医療の提供体制に関するヒアリング
・安全性と持続可能性を考慮した周産期医療提供
　体制の構築について

第３回 令和７年12⽉22⽇ ・⼩児医療及び周産期医療（新生児医療）の提供
　体制等について

第４回 令和８年２⽉18⽇ ・安全な無痛分娩の提供体制について
・議論のとりまとめについて

とりまとめ
(公表のみ) 令和８年３⽉31⽇ －
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＜現状と課題＞
　・15歳未満の人口は2040年までに更に２割減少が⾒込まれる（静岡県は19.8％）
　・全国的には⼩児科医師は増加傾向だが、⼩児科を標榜する病院は減少傾向
　・⼥性医師の割合が多く（静岡県常勤医…男3︓⼥1）、宿⽇直の回数も多い
　・休⽇夜間の初期救急を受診した⼩児のうち⼊院する割合は多くないが、⼩児の
　　疾患の特性を踏まえた体制構築が必要
　・⼩児⼊院患者数が減少する⼀⽅、医療従事者⼀人あたりの症例経験が減少する
　　ことで、専⾨資格の取得や知識・技術等の維持・向上が困難となる
　・15歳未満人口の減少にかかわらず、外来患者や救急搬送件数は横ばい
　・⼩児⼊院医療において成人との混合病棟で運⽤されるケースが増加しているため、
　　こどもの療養環境向上への取組が重要

⼩児医療及び周産期医療の提供体制等に関するワーキンググループ議論のとりまとめ（要旨）

【⼩児医療】
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＜早期に取り組むべき事項＞
　・⼩児中核病院や⼩児地域医療センターを基幹とした集約化・重点化と、地域の実情
　　に応じた役割分担を推進
　・需要の⼤きい初期救急の体制確保に向けた取組を検討
　・広域搬送や、地域の医師と専⾨医とのDtoDによる遠隔相談支援など、都道府県を
　　越えた広域連携についても検討
　・都道府県の設置する⼩児医療に関する協議会においても保健・福祉との連携等
　・⼀般外来医療や軽症の⼊院医療に対応できる病院の整備を推進
　・⼩児科以外の医師との連携強化、⼩児科医師の派遣体制の構築、DtoPwithN等
　　のオンライン診療の活⽤等の推進
　・#8000等の相談支援体制の充実や、医療体制等の情報周知に向けた取組の継続

＜今後議論すべき事項＞
　・⼩児中核病院や⼩児地域医療センター等について必要な医療機能を整理・明確化
　・都道府県を越えた連携・再編・集約化についても検討
　・少⼦化が進⾏する中でも安⼼・安全な⼩児⼊院医療を提供できる体制を構築

⼩児医療及び周産期医療の提供体制等に関するワーキンググループ議論のとりまとめ（要旨）
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＜現状と課題＞
・出⽣数の減少により医療従事者⼀⼈あたりの症例経験が減少することで、知
識・技術等の維持・向上が困難

・これまで周産期⺟⼦医療センターを基幹とした集約化・重点化と、妊婦健診
や産後ケアを⾏う施設との役割分担などの取組を進めてきた。

・ハイリスク以外の分娩について、集約化・重点化に向けた検討を進めている
⾃治体もあるが、医療機関の役割分担に伴う医師や助産師等の配置（異動）、
地理的特徴による搬送⼿段の確保を含めた妊産婦の分娩取扱施設へのアクセ
ス等が課題

・妊婦健診等における遠隔診療の利⽤について、実現可能性も含めて現状の把
握が必要

・各都道府県は、妊婦健診や産後ケアの広域的な調整、計画的な提供体制の整
備等に対する支援等を推進することが期待される。

・地域周産期⺟⼦医療センターの機能格差は⼤きく、⺟体救命の観点では特定
の合併症に対応できない周産期⺟⼦医療センターも⼀定数存在

・NICU・GCUの病床利⽤率が低い医療機関が⼀定数存在（特にGCU）
・混合病棟化が進む中、産科区域の特定の対応を講じ、施設の実情を踏まえた
適切な体制の整備の推進が重要

⼩児医療及び周産期医療の提供体制等に関するワーキンググループ議論のとりまとめ（要旨）

【周産期医療】
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⼩児医療及び周産期医療の提供体制等に関するワーキンググループ議論のとりまとめ（要旨）

＜早期に取り組むべき事項＞
　・国は、周産期⺟⼦医療センター等によるハイリスク以外の妊産婦の受⼊れ、セミオープンシステム

を含めた妊婦健診や産後ケア等に関する役割分担、周産期医療圏の⾒直しについて、具体的
な取組を含めて検討すること。

　・GCUについて地域や各医療機関において必要な病床数について⾒直すために必要な調査と検
討を実施

　・隣接する都道府県間での連携がなされるよう具体的な検討に向けて事例の収集と課題の整理
　・産科区域の特定や、院内助産・助産師外来などの妊娠・産後を含む継続ケアを⾏う体制の充

実
　・都道府県においては、周産期医療提供体制の検討を⾏う際には、妊婦健診、産後ケア、乳幼

児健診等の⺟⼦保健事業の提供体制との連携も踏まえた議論

＜今後議論すべき事項＞
　・ハイリスク以外の妊産婦対応も含め、周産期⺟⼦医療センターを中⼼とした医療資源の集約・

重点化と、妊婦健診や産後ケアなどの施設間役割分担について議論
　・特に地域周産期⺟⼦医療センター等の機能格差是正に向けた、周産期⺟⼦医療センターの機

能の充実と役割分担も含めた議論の継続
　・NICUの集約化・重点化の推進
　・分娩取扱施設の集約化・重点化と施設間の役割分担の検討に当たっては、アクセス等の課題に

留意
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⼩児医療及び周産期医療の提供体制等に関するワーキンググループ議論のとりまとめ（要旨）

＜現状と課題＞
・無痛分娩の実施率は、R2 8.6％→R5 13.8％
 ⼀部の⾃治体では、個別に妊婦に対する補助を開始しており、今後も需要の増加が想定
 JALA(※)は、提⾔に基づいて、医療機関の無痛分娩実施体制に関する条項会、医療従事
者に対する研修の実施、医療機関から報告された有害事象の収集・分析を実施

・合併症が生じた際の適切な初期対応と、早期の産科⿇酔の対応が可能な施設等に搬送に
対応するため、医療従事者に対する研修の実施と、平時からの連携を含めた体制構築が重
要

　　※無痛分娩関係学会・団体連絡協議会︓H29特別研究班によって、無痛分娩を⾏う医療機関の情報公開、医療従事者に対する研修体制、有害事象の収集・分析を主軸とした「無　　痛分娩の安　　
　　　全な提供体制の構築に関する提⾔」がまとめられたことを受け、関係団体の合意の下に組織された。

＜早期に取り組むべき事項＞
・医療従事者に対する無痛分娩の研修体制の充実
  地域の基幹となる医療機関と無痛分娩を実施する施設との連携体制についての事例収集

＜今後議論すべき事項＞
・無痛分娩の体制整備に関する具体的な事例も踏まえながら、医療機関間の連携体制や都
道府県が担うべき役割について継続的に議論する。

【安全な無痛分娩】
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⼩児医療及び周産期医療の提供体制等に関するワーキンググループ議論のとりまとめ（要旨）

＜現状と課題＞
　・都道府県において医師確保計画を策定した上で取組を実施
　・分娩取扱医師偏在指標、⼩児科医師偏在指標を周産期医療圏・⼩児医療圏ごとに算出
　　しているが、医師の絶対的な充足状況を示すものではなく、相対的な偏在の状況を表すもの
　　であるため、出生数の少ない地域ほど数値が⼤きくなり、偏在の実態を反映しづらい

＜早期に取り組むべき事項＞
　・⼩児医療圏・周産期医療圏の⾒直し、医療機関の集約化・重点化、医療機関までのアク
　　セスに時間が係る地域への支援等に加え、必要に応じた産科・⼩児科における医師の派遣
　　調整、勤務環境の改善、養成を増やすための施策等に取り組む
　・分娩取扱医師偏在指標、⼩児科医師偏在指標について必要な更新作業を⾏う
　・医療ニーズの充足を示す観点が含まれていないという指摘に対する適切な対応を⾏う

＜今後議論すべき事項＞
　・人口の少ない地域ではオンライン診療等も必要となるが、産科・⼩児科領域においては、出生数
　　が減少する中でも、⼀定の地域ごとに分娩の提供や予防接種、乳幼児検診、学校保健等の
　　提供が不可⽋であり、医師の確保が必要
　・人口規模の他、医療機関へのアクセス、提供すべきサービス、専⾨医の育成等様々な地域の
　　実情を⼀体的に捉えながら体制の維持・構築を進めることが必要

【産科・⼩児科における医師確保計画】
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無痛分娩連携モデル事業について

令和８年度第１回
静岡県周産期・⼩児医療協議会

資料
４

報告
３
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浜松医科大学
モデル医療機関

かば記念病院
富⼠市⽴中央病院
藤枝市⽴総合病院

連携医療機関

支
援

現在の状況
地域連携周産期医療体制モデル事業（無痛分娩）
について採択（令和８年５⽉14⽇付け通知）
●モデル医療機関
 浜松医科⼤学
●連携医療機関
 かば記念病院、富⼠市⽴中央病院、藤枝市⽴総合病院

支援内容（概要）
・安全な無痛分娩の提供を目的としたマニュアル策定等   
への助言

・硬膜外麻酔の技術向上に資する講義及び実技演習
                       など

安全な無痛分娩の提供体制の構築に係る現在の取り組み状況

静岡県

委
託
契
約
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小児・周産期医師確保対策事業について

　　・順天堂大学静岡病院の専門研修プログラム
　　・臨床研修医を対象としたセミナーの開催

令和８年度第１回
静岡県周産期・⼩児医療協議会

資料
５

報告
４
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順天堂大学静岡病院の専門研修プログラム１

順天堂⼤学への県寄附講座の設置等により、これまで県東部地域にプログラムがなかった
産婦人科と⼩児科の専⾨研修プログラムを整備

基幹施設 連携施設 内容
順天堂大学
静岡病院

・沼津市立病院
・富士市立中央病院

・順天堂大学順天堂医院
・順天堂大学浦安病院
・順天堂大学練馬病院
・順天堂大学順天堂東京江東
 高齢者医療センター

東部地域の病院が連携施設とな
る定員４名のプログラムの設置
（R8 から１名養成開始）

＜産婦人科＞
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順天堂大学静岡病院の専門研修プログラム２

3

基幹施設 連携施設 内容
順天堂大学
静岡病院

・静岡県立こども病院
・沼津市立病院
・聖隷沼津病院
・富士宮市立中央病院
・静岡市立清水病院

・順天堂大学順天堂医院

東部地域の病院が連携施設とな
る定員２名のプログラムの設置
に向けた準備（R9 からの養成開
始に向けプログラム申請中）

＜⼩児科＞
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臨床研修医を対象としたセミナーの開催
臨床研修修了後の県内定着の促進及び産婦人科並びに⼩児科医の確保につなげるため、
県内の臨床研修医を対象としたセミナーを開催

＜Ｒ７実績＞

＜参加者数︓８名＞ ＜参加者数︓17名＞
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御殿場市内の分娩取扱施設の運営について

令和８年度第１回
静岡県周産期・⼩児医療協議会

資料
６

報告
５
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要旨等

【要旨】
御殿場市・⼩⼭町で唯⼀の分娩取扱施設である(公社)有隣厚生会共⽴産婦人科医院
について、本年度末をもって有隣厚生会が運営から撤退することから、御殿場市では、これを
引き継ぎ、公設⺠営での運営を予定していると県が御殿場市から報告を受けた。 

※６⽉11⽇の静岡新聞で報道有

【状況】
・昨年度、有隣厚生会が、経営の悪化や施設の⽼朽化等により、共⽴産婦人科医院の
　運営から撤退することを御殿場市に通告。 
・御殿場市では、令和９年４⽉から運営を引き継ぎ、分娩取扱施設としての機能は継続
　させる。（医療スタッフも引き継がれる⾒込み）
・令和10年秋頃を目途に新たな施設の設置を検討。 
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有隣厚⽣会共⽴産婦⼈科医院について

区分 内容 

施設所在地 御殿場市二枚橋８－１ 

施設開設者 公益社団法人有隣厚生会（御殿場市）【理事⻑ 若林 良則】 

施設管理者（院⻑） 福岡 浩⼀郎 

診療科目 産科・婦人科 

病床数 17床 

開設 昭和35年開設（昭和61年以降の⼤規模改修なし） 

分娩取扱実績 R3　225件、R4　190件、R5　222件、R6　214件 
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